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消費税増税の中止を求める意見書  

 

 我が国は、少子高齢化、人口減少問題など、大変厳しい社会情勢を向かえ

ており、今後、子育て、医療、介護などの社会保障関係経費が大幅に増大す

ることが予想されることから、平成２９年４月から消費税率１０％に引き上

げ、その財源に充てるとしています。  

国は、「軽減税率」の採用により、増税による負担は緩和されるとしていま

すが、「軽減税率」とは食料品に対して現行税率８％を維持することであって、

現在の負担が軽減緩和されることではなく、国のデフレ脱却政策によって物

価は上昇して「軽減税率」はインフレ率に吸収され、勤労者国民全体の年金

減額、社会保障の負担の増加による厳しい生活を強いられることになります。 

 所得にかかわらず、一律の消費税は、たとえ軽減税率が導入されたとして

も、格差を広げることに繋がるという理解が国民に広がっています。  

 消費税率１０％への増税は、現行の８％の税率でも食生活を切り詰め、必

要な衣類の購入も控えるなどの生活のやりくりをしている現状がさらに厳し

い状況になり、国民の購買力の低下は、現在の不況をさらに長引かせること

になります。  

地方自治体の諸施設の建設・修繕、物品とサービスの購入などの経費に課

せられる消費税額の負担も大きくなり、地方財政にも重大かつ否定的な影響

を及ぼす可能性があることから、以下の点について強く求めます。  

 

１． 平成２９年４月から予定されている消費税増税を中止すること。  

２． 消費税を含め、税制の抜本的な見直しを行うこと。  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。  

 

平成２８年３月１１日  

 

衆議院議長   殿  

参議院議長   殿  

内閣総理大臣  殿  

財務大臣    殿  

 

神奈川県足柄上郡中井町議会  


